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１-(12) 君津地域の将来の農業を担う新規就農者の育成 

― 新規就農者の経営確立支援の取組 ― 

 

１ 活動のねらい 

  農業者の高齢化が進行するなかで、新規就農者の確保と育成は重要性が増しているこ

とから、君津地域に新規就農した青年農業者等の経営確立を関係機関との連携で支援を

行う。特に、農業外から新規参入した農業者の経営定着と経営確立を重点的に支援する。 
 

２ 課題の背景 

  平成 22年度～29年度の君津地域の新

規就農者数は平均 25 名で、内訳として

農家子弟の新規学卒者は９%、同離職就

農者は 36%、農外からの新規参入者が

19%を占めている。特に、農外からの新規

参入者は、就農への意欲は高いものの、

農業経営を行うために不可欠な農地、農

業用施設、機械といった経営資源を有し

ていないことや、地域の信頼が得られる

までは、優良な農地確保に困難性がある

など、経営確立のために多くの課題を抱

えている。 
 

３ 普及活動の経過 

(１) 関係機関との連携による就農相談 

農業事務所への就農相談は年間 20数件で、直に農業事務所に来庁する場合や、君

津地域各市や農業委員会を経由して来庁する場合がある。対応は制度面の担当者

（企画振興課）と経営・技術面の担当者（改良普及課）が同席して行っている。そ

の中で、技術習得ができていない場合は、研修先の紹介を行っている。就農に至り

そうな相談者に対しては、本人の了解のもと市・農業委員会と情報を共有し、就農

のために総合的な支援を行っている。特に農地確保を目指した営農計画や青年等就

農計画づくりは、着実な就農と就農後の営農確立を目指すうえで重要であり、実効

性が確保されることが必要となる。そこで、関係機関と共に、技術習得状況の程度

や計画の内容・経営確立の可能性を研修実績や本人との面談により判断したうえで、

計画の具体化を支援している。 

(２) 就農後の経営確立支援 

  ア 農業経営体育成セミナーを通じた研修活動 

新規就農者に対し、農業事務所で実施している農業経営体育成セミナーへの勧誘 

を行い、毎年６～９名程度の加入を得ている。当該セミナーは、３年間で段階的な 

研修を行い、農業経営者になるための農業の基礎知識や生産技術等の習得、先進農 

業者視察等を計画的に行っている。また、集合研修とともにセミナー生個々が自ら 

取り組む在宅研修により、各自の農業経営上の課題解決を行うプロジェクト学習や 

経営確立を目指した営農計画作成の実践研修を行っている。 
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図 1 君津地域新規就農者の構成 

（平成 22～29年度平均） 
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さらに、新規参入者は、地域で孤立し

やすいことから、４Ｈクラブ員との交流

などセミナーを通じた仲間づくりを行っ

ている。 

  イ 制度資金活用者に対する個別支援 

    新規就農者は、経営開始に当たり、市  

から青年等就農計画の認定を受けたうえ 

で、青年等就農資金などの制度資金の借 

入を行うことで、施設や機械等、経営を 

行うための資源の導入を行う場合が多 

い。 

 資金の返済は、所得から行われるため、 

生活費を含め必要な所得を確保する必要がある。そこで、青年等就農資金の借入者 

毎に担当普及職員を配置し、個別指導を実施している。また、農業次世代人材投資 

資金の受給者に対しては市との連携で、就農状況の確認を行い、併せて補助事業や 

制度融資の効果的な活用推進を行っている。 

 

４ 普及活動の成果 

(１) 就農相談者に対し研修先の紹介を行ったことで、現在２名が就農を目指して先 

進農家で研修を行っている。また、研修中の２名を含め、３名の就農と認定新規就 

農者化が見込まれている。また、１名は青年等就農計画が認定され、就農している。 

(２) 農業経営体育成セミナーは、年間計画に基づいた集合研修として先進経営体の視 

察等による具体的な事例から学ぶ場を増やしたり、個別対応による在宅研修を行い、 

研修成果の発表会を行うなどにより、セミナー生の成長につながっていることが伺 

える。 

（３） 制度融資を受け経営資源を導入した新規就農者に対し、市等の関係機関と連携し 

た個別指導により、経営状況の把握と対象者に応じた支援活動を行った。現在、返済 

に懸念のある経営体は生じていない。 

 

５ 今後の発展方向と課題 

  経験のない就農希望者が大半であることから、先進経営体での研修を経験させること 

で、就農定着を図り、その後、早期に経営確立を実現できるよう関係機関との連携を強

化する必要がある。 

 

６ 担当者 
  南部グループ：吉井 菜那、宇津木 育実、加藤 志歩、髙祖 博之 

中央グループ：三枝 広 、鈴木 雄介、小林 陽介 
北部グループ：宮木清 、片山敬生 

 

７ 協力機関 

  木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市、木更津市農業委員会、君津市農業委員会、富 

津市農業委員会、袖ケ浦市農業委員会、木更津市農業協同組合、君津市農業協同組合、 

千葉県農業士協会君津支部、君津地区指導農業士会 

写真１ 先進経営体を視察 


